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研究成果の概要（和文）：　国際社会には国際協力が不可欠なグローバルな問題が多数あるが、そのための国際
条約の交渉・締結がスムーズに行われるわけではない。それを埋めるために、国際的・地域的・国家・私的（民
間）アクターという複数レベルでソフトなガバナンス作りが進んでいる。本研究では、バイオエネルギーの持続
可能性を事例として、ソフト・ローやソフト・ガバナンスを含む多様で多層な制度間関係における協調・対話・
連携について、主として国際関係論で注目されている「レジーム・コンプレックス」「公私パートナーシップ」
の分析視角を用いて実証研究を行い、ガバナンス全体としてポジティブなインパクトがあることを説明した。

研究成果の概要（英文）：  Currently, the construction of international agreements among states has 
become increasingly complex and difficult. In order to fill this deficit of international 
agreements, we can observe the emergence of various soft modes of governance involving diversified 
actors, such as international organizations, states, and private actors. 
  This empirical research aims to examine the impacts of such soft modes of governance in the case 
of sustainable bioenergy. In the field of international relations, the theory of regime complex 
proposes positive and innovative effects of soft and pluralistic modes of governance via 
public-private partnerships. This research addressed the constructive interactions between 
multi-level governance arrangements (the EU, the international arrangement, and private 
sustainability certification systems) in the case of sustainable bioenergy. 

研究分野：国際経済法
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１．研究開始当初の背景 
国際社会には国際協力が不可欠なグロー
バルな問題が多数あるが、そのための国際条
約の交渉・締結が常にスムーズに行われるわ
けではない。他方、そのギャップを埋めるた
めに、国際的・地域的・国家・私的（民間）
アクターという複数のレベルでソフトなガ
バナンス作りが進んでいた。そのような、ソ
フト・ローやソフト・ガバナンスを含む多様
で多層な制度間関係における協調・対話・連
携については、理論的な研究と実証的な研究
が十分であるとは言えず、国際・地域・国内・
私的レベルの制度間関係を分析できる視角
が求められていた。 
本研究で具体的に取りあげた、バイオエネ
ルギーの持続可能性については次のような
課題背景があった。近年、地球温暖化対策
の必要性から、また日本でも東日本大震災
によりエネルギー環境が変化したことによ
り、バイオエネルギーを含む再生可能エネ
ルギーの利用の重要性が認識され始めてい
た。その一方で、バイオエネルギーの生産・
普及は、その原料がトウモロコシ・大豆・
サトウキビ等の農産物であることから、食
料価格の高騰、農地をめぐる土地の争奪紛
争、農地拡大のために起こる環境・森林・
生物多様性の豊かな土地の破壊、さらには
農地で働く労働者の権利の侵害などのリス
クを伴う。したがって、こうした問題が起
きないよう「バイオエネルギーの持続可能
性基準」の策定が進み、国際・地域・国内・
私的レベルの制度が交錯した状況にあった。 
 
２．研究の目的 
上記のような問題背景に対して、3 つの研
究目的を設定した。 
 
（1）まず本研究では、国際レベルのソフ
ト・ローと地域・国家レベルの制度との関
係、さらには私的アクターが形成している
ソフトな制度との関係をも含め、より複合
的な制度構造を研究対象とするので、国際
法学だけでなく、国際関係論の理論を参考
にして、学際的なアプローチによる研究を
目的とした。 
 
（2）次に、グローバル・ガバナンスにお
いて、私的アクターの役割が大きい点に着
目することとし、とりわけ私的アクターの
中でも「認証システム」について実証研究
を行うことを目的とした。 
 
（3） 最後にそうしたガバナンスの効果の
分析として、多様なアクターが関わる多層
的でソフトなガバナンスであるからこそ、
問題解決に効果的に取り組めるという、生
産的な効果に焦点をあてて分析することを
目的とした。具体的には、認証システムと
いう私的アクターと、国際組織や地域・国
家という公的なアクターとが、どのような

連携・協調関係を模索しているか（例えば
「公私パートナーシップ」）に着目した。 
 
３．研究の方法 
上記の 3つの目的に照らして、研究方法
は 2段階構成とした。まず、エネルギー分
野における、多様なアクターの多層な関係
を分析するための理論的枠組みを設定する
こととした。特に、国際法学の「国際法の
断片化」と、国際関係論の「レジーム・コ
ンプレックス」の先行研究における議論を
検証し、複雑で分散化した制度間構造を分
析する視点を抽出することとした。 
次に、実証研究として、バイオエネルギ
ーの「持続可能性基準」の策定に携わる、
国際・地域・国内・私的アクターを絞り込
み、インタビュー調査を行い、理論的枠組
みで抽出した分析の視点に照らして、連
携・協調関係を検証することとした。 
 
４．研究成果 
（1）まず 1 年目は、ソフトで多層なガバナ
ンスに関する理論的枠組みを設定するため
に先行研究をレビューし、近年の理論動向の
まとめを行った。国際法の「断片化」の理論
と、国際関係論の「レジーム・コンプレック
ス」の議論の比較を重点的に行った。後者の
ほうが、前者に比べて、私的アクターが形成
するレジームを評価する視点を含めている
点において、本研究が対象とするソフトで多
層的ガバナンスに調和的であることがわか
った。また後者の方が、多層的なレジームが
相互作用をすることで、ネガティブな影響で
はなく、ガバナンスにとって生産的でポジテ
ィブな影響がみられることを強調する点が
特徴的であることが明らかとなった。とりわ
け、グローバル・ガバナンスにおける「公私
パートナーシップ」という分析視角が強調
されており、公と私のアクターの連携関係
に注目する必要性がわかった。 
 また、次年度からのインタビュー調査に
むけて、対象となる私的アクターについて
調査を始めた。その点、ISEALの年会に参
加したことで、ふだん接触することのでき
ないアクターと意見交換することができた。 
 
（2）本研究の 2 年目は、実証的研究のため
のインタビュー調査を行った。「持続可能性
指標」が数多く、多層的に存在することから
生じる問題として、分断化や混乱、コストの
増加等が指摘されていたが、そうした複数の
制度を比較し調和させる試みがあることが
わかり、そうしたアクターにインタビュー調
査を行った。こうした比較・調和化のイニシ
アティブにおいて、「公私パートナーシップ」
が行われていることもわかった。さらに、そ
のような公私アクターの相互作用は、バイオ
エネルギーという分野に限られず、幅広く行
われており、他の分野への波及効果があるこ
とも発見できた。 



 
（3）最終年度は、成果の公表を重視した。
既に 2年目に投稿を行っていた英文ジャーナ
ルでの論文が発刊となり、Yoshiko Naiki, 
“Bioenergy and Trade: Explaining and 
Assessing the Regime Complex for 
Sustainable Bioenergy,” European 
Journal of International Law, Vol.27, 
No.1, pp.129-159 (April, 2016) として公
表に至ったことが重要な一つの成果となっ
た。内容としては、持続可能なバイオエネ
ルギーに関する EU を中心とした多層的な
ガバナンスの展開を扱った。EU 以外の国
際レベルのガバナンスとの比較分析と、EU
のガバナンスが開始されたことによって増
加した私的な認証機関の役割に注目する検
討を行った。この 3層のガバナンスが、どの
ような相互作用を起こしているかを検証し、
とりわけガバナンスの正統性や公正さの点
から評価を行った。 
 また、今後の研究発展のために、バイオエ
ネルギー以外の分野でどのような類似の検
証が可能か、という点について考察した。研
究として将来的に意義ある視点は、多層的な
ガバナンスが、先進国だけでなく途上国を巻
き込んだ形で形成されているかどうか、とい
う視点で研究できるもので、例えば、EU を
中心とした多層的なガバナンスがどのよう
に途上国に影響を与えているか、途上国にお
ける私的アクターの役割や「公私パートナー
シップ」の在り方についての研究を、バイオ
エネルギー以外の事例で研究することの可
能性について考察した。 
 
（4）本研究から明らかになった点は次のよ
うにまとめられる。 
 まず、多層でソフトなガバナンスは、相互
作用を起こすことで、生産的なインパクトを
グローバル・ガバナンスに与えることができ
ることがわかった。 
 具体的には、私的アクターの形成するガバ
ナンスの役割が増大しており、とりわけ認証
システムは、基準を設定し認証を企業に与え
ることで持続可能なビジネス活動を推進す
る鍵となるアクターであることがわかった。
そうした認証システムの活動を、公的アクタ
ーが支持することで、公私パートナーシップ
が生まれ、複数のガバナンスが連携した波及
効果がみられることがわかった。 
 同様の効果は、バイオエネルギーという分
野に限られず、持続可能性という国家の合意
が困難な分野にあっては、多様なセクターに
応用可能であることが示唆された。 
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